アメリカ合衆国初期鉄道建設と鉄産業 by 生田,保夫
アメリカ合衆国初期鉄道建設と鉄産業
　RAILROADIZATION　AND　I　RON
INDUSTRY　IN　THE　U．S．　UP　TO　1860”
商学研究科　商学専攻
博士課程　1年次生
　　　　　　生　　田　保　　夫’
　　　　　　IKUTA　　Ya　Suo
（まえがき）
　合衆国の鉄道建設を通じて取扱わねばならない問題として，特に合衆国経済のエ業化の問題がある。こ
れは鉄道建設に伴なう他の関連産業，就中，鉄鋼産業，燃料産業，機械産業との関係が，その後の工業化
の急速な進展に対してどのような役割を果していたかということに帰結する1）。従来，合衆国の経済史の
論争の中で．この工業化の問題は常に鉄道建設と並行した形で述べられてきた。しかし，それにもかかわ
らず，現在まで必ずしもその関係の時代的設定は明確なものになっているとは言えない。このことは資料
の欠如によるものであることは言うまでもない。したがって正確な年代規定を行なおうとする場合，その
方法によってかなりの相違が生じ，しかもその点が主に南北戦争という内乱を間にしたものであるだけに，
その前後の経済構造の性格を明らかにするうえに決定的な影響を及ぼすものとなっている。一般に，この
問題を取扱う場合，鉄産業の発達が重要な尺度として利用されているが，銑鉄を中心とする生産量だけを
取ってみれば，むしろ南北戦争以後にその主点が置かれることになる。しかし，他方，鉄産業の構造的な
視点に立つ場合，工業化の急速な進歩の始貞としては必ずしもその生産量によってのみで明らかにし得る
ものではなくなっている。この点は，一方では鉄産業内の技術的な進歩に関係するものであ6と共に，他
方では鉄経済の需要構造の変化によって左右されて澄り，しかも，それらの変化を生み出す原因となって
いた要素が何であったかということも同時に明らかにする必要がある。鉄道建設と鉄産業とは，ここにむ
いて合衆国経済工業化の問題の中に枢要な地位を占めてくるごとになる。おそらく，鉄産業と鉄道との関
係を実際の需要量だけで量的に判断しようとすれば，．鉄産業の総生産量と鉄道部門からの需要量とその相対
的比率との関係は鉄産業と鉄遵との関係に誤解を生じさせる結果になろう。したがって量的な側面と質的
な側面とは共に結合せられた形で分析される必要がある。分析の順序としては，鉄道と鉄産業の質的な側
面の結合時点，そして，それが量的に鉄道からの需要量と鉄産業全体の生産量との間に有意な相関性を持
つものとして見倣される期間，さらに相対的な比率の低下による相関性め低下とこの三つめ段階が重要に
なるo
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このよう准形での定性・定量両分析の結合は基本的に見て不可欠のものであるし，単なる直祝的な判断に
よる誤りを避けるためにも必要な作業であると言わねばならない。それにもかかわらず，この時期の資料
の不＋分さは，この量的な分析を＋分に行ない得ないものとしており，従来，この種の論議がかような段
階を区別することなしに行なわねばならぬことをやむを得なぐしてきたのである。このことは逆に定性的
な取扱いの重要性を高める結果になっている。
　ところで、この時期の合衆国の鉄産業は全体として三つの点に分けて概観することができる。第一点は
製鉄技術に関するものであり，それは主に燃料問題に終始している。第二点は輸入鉄との関係であって，
工業化の初期の性格として先進工業国である英国との国際経済関係の中に求められねばならないものであ
る。第三点は本稿の中心をなす鉄道との関係であり，レール輸入と共に合衆国の初期鉄産業の地位を明ら
かにする上に重要な役割を果しているところのものである。
本稿は．この三つの側面から鉄道建設がその後の合衆国の急速な工業化の基礎となる鉄産業にどのよう
な形で影響を及ぼしたかを明らかにすることを目的としているものである。
（鉄産業の諸問題と鉄道建設）
　鉄産業については，その発展の状態を見る場合，一般には　鉄生産量を指標にしている。この点につい
ては製鉄技術の発達と共に様々の乖離が生み出されて必ずしも正しい指標とは言えないけれども，全体的
な流れとしては最も基本的なものである。したがって，鉄産業の第一の問題は，この銑鉄生産に直接関係す
るところから生じている。合衆国の初期の鉄産業においても，この点は例外ではなく，特に燃料問題が英
国の先進技術と国内の産業構造との接点の中で鉄産業の地位を微妙に変化させる原因となっていたことは
否定できない。確かに銑鉄生産量は1850年から1860年までの間に約5倍の成長状態を示している
2！・かし，銑鉄と一・に言。ても，そのrvens法にはいぐつかの種類があり，し、、も各方灘よる賜
量の割合の比較は合衆国鉄産業の技術的・経済的発達の歴史過程を意味するものであって，＋分な吟味を
必要とするところのものである。立地的に見るとき，1850年代の鉄道建設の創生期ともいうべき時期
に誇いては・極西経済はアリグニー山脈を境にして，東西に二分された地域経済を構成していたのであっ
て，また鉄産業にお・いても，その技術的性格（原・燃料志向性）から，この一帯を中心としていた。とこ
ろで・この分布は・同時に鉄産業自身の技術的相違を示すデマケーシ。ンをなしていたことも注意しなけ
ればならない。これは鉄産業技術の一つの指標である燃料の相違によるものである。一般的に見て，この
時期，西部域は木炭に依存し，東部地では無煙炭を主として利用するようになっていたと言える。また，
この相違は当時の鉄産業の質的，経済的な地位を区分する基礎にもなってisり，いずれにしても1840
ttii・tttを通じて銑鉄生産量の1まee　4分の3が木炭方式によるものであったことは注』目に値する。この点は後
に触れるように鉄経済の中で価格の問題として議論の中心となるところであり，特に鉄道建設との関係に
お・いて鉄道用鉄が英国からの輸入に依存する結果をもたらした原因の一つを裏書きするものである。した
がって，合衆国の初期の鉄産業の問題点の第一は，この燃料問題に帰着するといえる。
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　この時期．燃料問題は木炭，無煙炭，渥青炭の三つの燃料方式による薪旧技術的に混在していたことに
ある。この各方式による鉄は技術的には主にその用途からぐる品質により，経済的には，その生産性より
生ずる規模と価格の問題として，三者は鉄産業の発展過程となっていることは既に述べたとうりである。
1854年のAmerican　Iron　Assocjatjonの報告によると，当時の銑鉄生産量のうち石炭燃
料によるものが全体の55・5パーセントを占めており，そのうち無煙炭方式によるものが約86パーセン
トで他の部分が渥青炭によるものであるから，これは全体では7％程度に留っている。ところで英国を中
心とするヨーロッパでは，すでac　1753年のダービイ父子によるコークス製鉄法の成功以後，石炭方式
が急速に普及していたことを考えれば，合衆国の木炭方式の滞留は注意を要する点であることは明らかで
ある。確かに1847年頃の木炭ガ式4分の3割合に比較すれば，この間に約25パーセントの低下を示
しているのであって，技術的な進歩が停止していたわけではないが，1854年と言えぱ国内の鉄道建設
等の急速な成長が鉄産業への需要を著しく高いものにしていた時期であるから，やはり一つの疑問点とな
るところである。この点については，燃料供給事情が影響していたと思われるが，J．W．スワンク5）は
石炭，就中コークス利用の遅れていた理由として5つの点を指摘している。第一には，鉱石，燃料運搬の
ための輸送機関の不備，第二には，特にコークス方式の渋滞していた理由は，それまでに発見された渥青
炭がコークス用に必ずしも適しているものではなかったという点，第三には，コークスの製造法が十分理
解されていなかったこと．第四には，豊富な木炭用林の存在，第五には，木炭方式による鉄に対する偏好
等によるものであるとしている．ただ，この・ワ・eo見解は，　L．cノ・ン・－4）にょれtt，　hずれの
点も＋分妥当するものであるとは言えないとしてilii・り、特に最も問題となる第四の森林資源にしても，確
かに豊富な資源を有していたけれども，熱量と価格の点を考慮すれば，明らゑに石炭燃料に地位を譲らね
ばならない段階に来ていたと述べている。全体としそ石炭燃料，就中，歴青炭の導入の遅れたのは，供給
側面に原因があったというよりは，需要の欠如によるものであるとし，その意味では西部地域の鉄生産者
の行動は経済性に見合ったものであったと結論している。この点については，ズワンクの見解とハンB一
の見解とか対立した形で残されているが，F．W．助シ。グ5嵐今＿つ異。た視点からこのことを評
価している。すなわち，かように木炭方式が維持されていたのは，保護関税下にあって，新技術の急速な
導入の必要性を見出さなかったからではないかとしている。このタウシッグの見方は，国際経済的な立場
からするとき，この問題に対する一つの興味深い結論であると言える。しかし，いずれにしても，1850
年代に入る玄では，木炭方式が支配的な地位を占めているわけであって，石炭方式の導入は，無煙炭から
渥青炭へと移っていく過程を踏むわけであるが，前者が本格的に利用され始めたのは，1850年代の後
半期に高熱送風法が実用化されるに致ってからで1838年以後急速に増加している。立地的には，ペン
シルバニア州からニュージャージー州へと広がる傾向の中で1840年代の後半に入って著しい成長を示
している。他方，歴青炭方式は技術的には，1850年代に成功を見ているが，実用化され始めたのは，
1840年代の後半で・それ以後1850年代を通じて微増状態を示すに留っている。コークス鉄の利用
は・その品質からして，また技術的な量産性からして鉄道用鉄として適したものであるが，その急速な成
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長は1860年代以後であり，との時期には主要な地位を占めていない。かように1860年以前の合衆
国の鉄産業における燃料問題は，木炭と石炭との代替過程を歩んでいたわけで，その展開は，コークス鉄
への直接の移行としては現われなかったけれども，確かに技術的な変化が生じていたわけで，後述の問題
との関係からも，その転換期を明らかにしてteくことは重要なことである。　C．G．スミスによる当時の
主要鉄産地であるべ〃ル．・ニア州の銑鉄生産能力％燃料別比較とi854年力・らt86・年までの国
内燃料別銑鉄生産能力7）q）比較の二つの資料ふら考えてみると，木炭方式による溶鉱炉の増加率は1840
年代の間に漸減状態を示しているが，特VC　i　844年から翌年にかけての著しい低下を契機として，石炭
用鉄炉の建設の増加率が高くなっている。1849年になると各成長率の比較は木炭方式1に対して石炭
方式5の割合となり，生産量全体に占める割合は依然として木炭方式に主位が認められるが，その動向は
確実に石炭方式への転換を示している。このことは，1845年頃を境として鉄産業の動向は石炭燃料に
志向し始めていたことを暗示していると言える。また，1854年以後について見ると，この時期には，
すでに木炭方式による生産量は逓減状熊に入ってk・り，全体量に占め為割合でも石炭方式が優位に立って
いる。したがって，その転向点は1849年から1855年までの数年間にあると考えられ・それも・
1851年ないしは，その翌年あたりではないかと思われる。ただし，t840年代についてはペンシル
．バニア1州に限られたものであるから，他の州の事情によってかなり修正を受けなければならないがも知
れない．しかし184・年のセンサ・報告8）によると，国内総炉数の26・・一セ・ト，総生薩の54・ミ
ーセントは同州によるものであり，鉄産業の指導的地位を占めていた’ことを考えれば，大きな誤りは犯し
ていないと思われる。したがって，この問題に対する一応の結論として，’1840年代の中頃に技術的動
向の転向点をt850年代の初期をもって石炭方式への主点の移行期とすることができよう。
　第二の問題としては，価格の問題であるが，全体的に見て木炭鉄は石炭鉄よりも高価となっている。
t850年代を通じて木炭鉄はトンあたり平均55ドルとなっている。4856年を頂点として，その後
は逓減状態になっており，1840年代には平均29ドル程度，この時期の無影炭鉄は27ドル前後であ
るから価格の上では既に優位性が明らかになっている。その後さらに低下して．1850年代には平均
26ドルとなっている。またハンターによれば，コークス鉄は，平均して24ドル程度である。いずれに
しても，これらの儲は，その後の技術上の餉を暗示していると㊥ことができるgL
　これらの点は，輸入鉄との比較によって鉄産業の地位をより正確に把握するための指標になり得る。と
ころで，この時期の鉄経済の需要構造は，二つの部分に分けることができる。一つはレール鉄を中心とし
た鉄道用鉄であり，他は，それ以外のものである。これらは．いずれも国内鉄ζ輸入鉄とに分けることが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　できるが，特に後者については関税政策と関連して，当時の国内産業に対する政策の反映として，それら
の政策がどのような効果を示していたかを知るためにも重要な意味を持っている。したがって・この点に
6いて，ここで若干触れておくことは意義のあることと思われる。
　　t860年までの関税政策のうち，ここで特に問題としなければならないものは1828年法以後の一
連の措置である。合衆国の鉄道建設は，この時期に始って，特に鉄道用鉄の輸入を通じて直接に影響を持
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tってくるのは，1850年法以後のことであり，1828年法の段階では特別な取接いは受けていない。
しかし．本法の段階では具体化されはしなかったけれども，合衆国最初の鉄道であるボルチモア・オハイ
オ鉄道から鉄道用鉄の輸入に対する特別措置の請顧が提出論議されたのは，この時期に始っており，後に
1830年法に致って戻し税措置が行なわれるようになったのも，これが契機となっている。一般に，こ
の時期から1860年までの関税政策の系列的な変遷は，1855年法以後，1842年法を通じて，
1846年までは保護主義と，1846年以後それが緩和されて行き，1857年法の下でさらに緩めら
れていくという流れを辿っている。その点から，185フ年法を境にして，前期を保護貿易時代，後期を
自申貿易時期と呼んでいるようである。
　i828年以後の関税によって課せられた額について銑鉄を例に取ってみると，1828年法下では
100ポンドあたり625セントであるから，トンあたり12・5ドル，1832年法ではトンあたり10
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　めドルの40パーセント課税，さらVC　1835年の．Compromise　Tariff　Act　では1842年
の最終期限までに約80パーセント強の課税から20パーセントまでに低下している。1853年法が鉄
道用鉄に対しては翌年まで継続した効力を示していたのは別として，1842年法の下で再びトンあたり
iOドル水準に戻り，1846年法では50パーセント，t857年法では24パーセント水準となって
いる。ただし，1842年法までは，品目別に関税率が異っているために他の輸入鉄については一様に評
価はできない。特va　1832年法と1853年法とを通じて1843年頃までは，レール鉄の輸入につい
ては関税が免除されているのであるから，他の鉄材に対する保護効果との間に微妙な影響を及ぼしている
ことが考えられる。ところで，これらの一連の関税政策が鉄産業にどのように作用していたかについて立
入らねばならないのであるか，全体として，二つの時期に分けてtsぐのが便利である。第一一一meは，1850
年から1841年まで，実質的には1845年までの所謂“bompromise　Tariff　Act“??Sと
した鉄道用鉄特別措置の行なわれた時期であり，それ以後を第二期とする方法である。この分類は前述の
分類とは異っているが，鉄道との関係を中心として考えているものである。第一期の間は鉄道用鉄の特別
措置が行なわれていたわけであるが，これはすでに述べたように当時の国内の製鉄技術とあいまって，そ
の価格の高いことが大量に必要とされるレール鉄を外国市場に求めさせることになり，その結果として
現われたものであると言える。確かに，ボルチモア・オハイオ鉄道の建設の際，レール鉄を国内で供給す
る対策が1828年法の中で特別措置が構じられなかった結果として生じているが，これも1850年以
後，ほとんど意味を持たなくなっている。特ec　1855年頃から輸入鉄のうち半分ないしはそれ以上がレ
ール用鉄によって占められてtsり，数年後には最初のピークに達している。この時期の鉄道用鉄を中心と
した輸入が国内の鉄産業にとって，どのような影響を及ぼしていたかを考える場合，国内の鉄産業の事情
が未だ鉄道用鉄の大量の需要に対応し得る能力を持たない前期的な様態であったことを思えぱ，国内鉄産
業にとっては外国鉄は，異った需要構造の中で作用していたと言えそうで，両者が競争関係を形成してい
たと見ることは適当ではないように思われる。もちろん，外国鉄の輸入が国内の鉄産業の進歩を渋滞させ
る原因になっていたと見ることもできなくはないが，それは発展度合の問題とは自から異っていると言わ
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．ねばならない。また，鉄道用鉄を除けば，他の鉄製品はいずれも課税下にあったわけで保護体制は，その
面では一応確立されてい泌ことも考えなければならない。問題は，技術的側面にあったのであって，もし，
レール鉄についても同様の関税対策を行ない輸入レール鉄と国産レール鉄とが＋分なバランスを取り得る
ようにするためには，極端な高関税を課さなければならなかったはずである。たとえば，銑鉄の場合，輸
入銑鉄はトンあたり25ドル前後であったのに対し，国内産は55ドルと1・4倍程であり保護関税がバラ
ンスを執っていたわけであるが，レール用鉄について考えると，圧延作業等から約2倍の価格になるわけ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。多量の供給を必要とする鉄道建設に際してで著しく高価なものになってしまうことは明らかである
は，英国鉄に対しで目が向けられたのは当然の結果であると言わねばならない。したがって，技術的にも
経済的にも，この第一期の覆う＋余年は，国内鉄産業と外国鉄産業との同質化への準備段階として見るべ
きであろう。この点は他の事情すなわち鉄道の交通経済的視点より考えるとき，尚一層明らかになる。な
ぜならば，すでva　1808年のギャラティン報告11）以来，国内の経済事情は，東西の結合ζいう点に主
眼が置かれていたわけで，鉄道による輸送は地形的に急請せられていたのであって，その導入は決して尚
，早であったとは言えない。しかる事情にあっては鉄産業の前近代性と鉄道建設との隔絶は一時的Kはやむ
をえなかったと見なければならないからである。したがって，前述の9ウシッグの見解についても，やは
り＋分なものとはいえないと言わざるを得ない。鉄道は，この4850年法から1855年法を通じて，
t843年までに約6百万ドルの評価免除額12）を受けることにより，交通経済を通じて国内産業の流動
化を促進し，その後の国内産業の構造を変化させる推進力としての役割を果していたと言える。
　第二期に入り，t842年法の下でレール鉄の輸入は急に低下を示している。・この間に国内にはレール
工場がいくつか建設され鉄道用鉄に対する国内需給の意識と，またそれに相応した技術的，経済的変化が
　　　　　　　　　　　o見出されるようになってきてはいる。しかし，注意を要する点として，レール鉄の輸入の減退が関税の再
課による反映であるとは必ずしも評価し得ないということで，特に，この時期はようやぐ鉄道建設の第一
次下降期を向えて＄・り，’鉄道建設と関税政策とが鉄道用鉄輸入の減少にとって，いずれが原因であり結果
であるかは一概に結論し得ぬところである。ただ，この時期の鉄道建設の渋滞が1857年の恐慌を境と
した鉄道投資に対する不信k原因していたと考えられ，そのことからすれば，鉄道用鉄輸入の関税再回に
よる影響は，一般に述べられているほど大きいものであったとは思われなくなる。価格の点では，この時
期になるとトンあたり28．ドル程度になっており，1842年法下の40パーセント課税で輸入鉄は30
ドル強となり国内鉄が有利な地位を確保し得る条件となっている13）。また，レール鉄の場合も1844
年頃には課税輸入レール鉄に対しては有利な立場に立っている。これらの点は，前述したように無煙炭方
式の漸増とあいまってレール工場の建設等との相関関係を生み出していたことは事実である。したがって
第二期の最初の数年間が保護関税の下に鉄産業に新しい胎動を生じさせることになっていたことは一つの
成果として評価することはできるかも知れない。しかも，その動向が鉄道との関係に向っていたことも事
実である。しかし，これらの事実にもかかわらず鉄道建設の低下と関税政策の相関的な関係を見出すこと
は困難であると言わねばならない。事実，その後t845年頃から鉄道建設は巨復期を向え，　t　848年
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以後急速な伸長を示し輸入レール鉄は国内レール消費量の50パーセシトを越え，1852年頃には国内
供給量の4倍になってbり，その後1856年までその状態が継続していうことは，この見方を裏付ける
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　；ものと言えよう。1842年法の下での一時的な国内レール価格の優位も，英国鉄価格の低下から1849
年頃から再び課税後も，かなり廉価な状態になっていることが大きく左右していたと見ることができるの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kであって，関税率が輸入量を決定的に左右していたとは言えない。たとえば，t857年法の下では，関
税率の低下にもかかわらず，それ以前に比転して，逆に輸入量は低下しているのであって，この点も鉄道
建設の第二次下降期による反映であったと見るのが妥当であると思われる。1860年までの鉄道建設，
鉄産業ならびに関税政策との関係については，特に1853年法と1842年法を中心にして，かなり議
論が行なわれてきたようであるが，一般に1842年法をもって国内鉄産業のその後の近代化の起点とす
る見方が強いように思われる。この見解が，輸入鉄の半分以上を占めていたレール鉄の課税化とレール工
場の建設，無煙炭燃料化，そして，それらの結果として1847年頃までの銑鉄生産量の成長等を背景に
しているものであることは，すでに述べたとうりである。しかし，時系列をさらに辿って分析するとき，
これらはむしろ一時的な反件用としての色彩が強く，また，その時期の輸入量の減少も鉄道建設の低下に
よるものと見るぺきで関税政策による結果と考えるのは多少無理があるように思われる。輸入量の増減は
関税率の上下とは独立に，鉄道建設の波動に従っていたのである。実に，この時期，英国鉄の輸出量のう
ちの半分はアメリカ向けであり，その半分以上が鉄道用鉄であったことを考えれば，合衆国の鉄道は，
tL英国の鉄」によって造られ始めたと言っても過言ではない。また，1852年以後のレールェ場建設ブ
ームは，輸入鉄とは独立の立場で，鉄道建設の第二次成長期の中で育くまれた現象であり，1840年中
頃の場合とは性質を異にしている。その意味で，決定的lt　k味での近代化の促進力としての鉄道の影響は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　むしろこの時期に求められるべきである。この点は，前述の燃料問題と共に鉄産業の大規模化の端初とし
ての地位を与えるに＋分なものであるど思われる。
　第三の問題として，以上の議論から得られた結論をさらに深めるために鉄道からの直接需要量と国内の
鉄生産との関係をスタティスティカルに吟味してみることが必琴である。すでに若干触れたところである
が，合衆国の鉄道建設の過程は，この時期大きく分けて二つの波動の中に含玄れている。1830年の操
業開始と共ec　1846年までの第一次成長期，それ以後1844年までが第一次下降期をなし，これが第
一次波動の全姿をなしている。第二次波動は4845年頃に始まり，1847年までに第一次回復期を経
て，1848年頃から急速な成長を示して第二次成長期を形造って於り，1857年をピークとして，第
　　　　　　　　　　　14）　　　　　　　　　　　　　。レール使用量がこの建設波動に従っていることは言うまでもないことであ二次下降期と続いている
るが，同時に輸入レール量もこの波動に著しく近似していることも見逃せない。それに対して国内の鉄産
業の基礎的な指標としての銑鉄生産量は全く異った波動を示しているのであって，鉄道建設の第一次下降
期には急速な上昇状態にあり，逆に第二次成長期には下降期に入って1851年頃にはその谷に達し再び
上昇してt853年頃から独立した波動を示している。　t　850年代の初期からのレール消費量と輸入レ
ール量との両時系列が，それ以前に比較して，一層類似していることはg国内産出量が漸増状態を示して
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いることも考え合せると，その限界需票としての性格が現われ始めた証左として興味深い。そのことは，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国内生産量が増加するに従って漸次，輸入量の波動が吸収される傾向にあることからも伺われる。
　現在行なわれている議論の中心は．これらの点から，t　・850年代に集中していると言って差支えなく，
殊に南北戦争以前に鉄産業がはっきりとした形で近代的産業としての端初を確立していたかどうかという
問題と共に工業化の問題の主軸をなしている。t860年代に入り，特にぺPtセマー法が実用化される段
階に致れば，ほとんど問題なくその地位の確立を証言し得るのであるが，それ以前にその段階に致る動き
を開始した時点がいつ頃に置かれるかという点では，未だ結論は出ていないと言ってよいようである。し
たがって，t850年代の初期から1860年代の前半の10余年に議論が集中されている。この間に南
北戦争が挾まっていることが問題の解決を困難にしている。これらの議論の中で数量的に詳細な吟味を行
っているものは，R．W．フォーゲルの視点で，次のような点を基礎にしている。すなわち，すでに述べ
たように一般に鉄産業の基準尺度としては銑鉄生産量に置いているのであるが，これは原料鉄として新し
く産出される純限界量としては誤りはないとしても，全体としてはXクラップ鉄等を含む粗鉄量によって
鉄産業の規模は把握すべきであるとする点にある。例えば，現在の問題にとって，レール生産量は純粋に
すぺてを銑鉄からの加工によって生み出されているものではなく，かなりの量は再生産の形を踏んでいる
ことを考えれば，この見方は基本的に正当であると言わねばならない。しかも粗鉄に含まれるものとして
は，他に輸入銑鉄，輸入スクラップがあるわけで，銑鉄のみを基準としていたのでは，その内部関係は＋
分吟味することはできない。ただ，これらの視点が正しいものであるとしても，当時の資料の欠如がこの
推定を不可能にしていることも事実であり，フォーゲルもまた散在する資料から一つのモデルを造って推
計を行ない，それによっていくつかの指標の比較を行ない一つの結論を導き出しているわけである。指標
としては，第一には国内U．一ル生産額と鉄産業の最終総生産額との比であり（P，第二には鉄道の建設ts
よび維持のために使用されたレールのトン数と銑鉄生産トン数と②比（k），第三の指標は国内のレール生
産に使用された国内粗鉄トン数と鉄産業で消費された国内粗鉄トン数との比｛L）・さらに第四の指標と9
ては国内レール生産に使われた総粗鉄トン数と鉄産業で消費された総粗鉄トン数との比（L）である・この
中で経済的な地位を明らかにするためには1，が最も適切であることは言うまでもないが，これについては
推計がほとんど不可能であると言ってよく，したがって他の指標をもって代用しなければならない。まず
・第一に，12については，それが1、に一致するためにはレールの生産がすべて国産に依存し，銑鉄からの純
生産であり，しかも使用銑鉄量と最終生産物との関係が価格の上で比例関係を保っていることが条件とな
る。しかし，これらの条件はいずれも満足し得ないことは明らかであり，そのために一般に12＞11の結果
が生み出される。LおよびLは，それらの点を考慮し，それぞ卸前者は国産の，後者は輸入量も含めた上
での指標となっている。両者の関係は輸入量が国産量と同一あ比例関係を示す場合には等しくなる。フォ
ーゲルは前述の視点から第四の指標を適当であるとしている。たとえば，－r般に使用される12では鉄牽業
に占めるレール生産量の地位は著しく高くなり，1840年代の15パーセントから1850年代には・
46パーセントと急増を示すことになる。他方，Lによると1840年代から1860年までの20年間・
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平均して12パーセント程度であり，パラツキも小さくftっている。これらの結果から1，が指標としては
不適当であると結論し，さらに銑鉄からの純生産量については第五の指標（k）を設定することが望ましい
としている。明らかにlLは国内のレール生産に使用された国産銑鉄量と国産銑鉄総量との比によって与
えられる。この指標によれば，Jこの間を通じて約8パーセントである。さらにスクラップ・レールを考慮
に入れることにより第六の指標（Dとして，国内レール生産に使用された国産銑鉄量からレール生産以外
　　　　　　　　　　　　駈
に銑鉄の代りにスクラップ化されたレールが用いられた量を差し引いたものと国内銑鉄生産量との比が設
定される。この指標はズクラッ7’・レールの一部は他の鉄製品g生産に使用さtz，ているのであって，その
分だけは銑鉄の使用量が減少して，その結果としてレール生産に使用される銑鉄量の増減による銑鉄生産
量全体に対する影響は事実上相殺された形になっているという判断に基いている。この二つの指標につい
ては，その変数の取り方からしてL＞k＞16になることは明らかで，最後のLが実際の鉄産業に与えた純
影響量であるという見方に立てぱ，一般に考えられている値とは著しく相違した低い値になる。フt一ゲ
ルに従えぱこの期間を通じて16は平均5パーセント以下であったと見ている。．この時期の頂点である
1856年頃にしても，12パーセント強である6このような議論の結果，フォーゲルは南北戦争以前の
2°鯛のレール需要がアメリカの鉄産業の発達を支配してL”・たと禰するこ即津当で嚇い外や、
る。むしろ．両者の関係は量的な側面よりもレール生産技術上の革新にあると見るべきで，この点は，そ
の後の鉄産業の大規模化を要請する要因となっていたであろうことは否定できないと見ている。このフォ
ー　，・・’ルの見騨対しモ鞠1井。1レΣ♂・1戯舳轍を示。てい。．その中心は。．．ゲル，、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L分析の基礎とレているスクラ．ッブ。レール量に向けられてtsり，第一にはレールの耐用年数を取替え量と
走行量との関数的把握で代用している点でtlこれは長期的かつまた輸送事情が安定している場合には妥当
であろうが，短期的に誤差はかなり大きくなるものであり推計値の信頼性を著しく低下させる，ものになる
ということである。歴史的にも，1850年代の後半，就中1857年の恐慌を中心にした鉄道需要の総
　　　　　し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
体的減少はこのことを暗示しているのであって，フォーゲルの推計は正しいものとは言えないとしているp
他方，tz　一一ル消費量とスクラップ化されたレールの再生産加工との関係についても，機械的なモデルの中
で終始して，この時期の特殊な歴史的背景を考慮していないことは不適当であると言わねばならないとし
ている。．1856年から1860年までの5年間につし・・て，フォーゲルとブイッシュローの値は国内レニ，
ル生産量は共に同じ資料によっ1て誇り906千トン，しかし取替量，フォ「ゲルの言葉に従えぱスク7，Pt　－
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プ化された量は，438千トンと659千トンと221千トンの差が生じている。フイッシ＝ローの見解
では取替え量のすべてがスクラッグ化されたのではな喚という点がその原因であると見ている。その結果
として銑鉄からの純生産量は5ρZ千トンと468千トンとフt一ゲルの場合がむしろ高くなっている。・
しかし・さらに使用鈴鉄量に含まれる輸入銑鉄量を考慮するど，フォーゲルの値は銑鉄換算量54i千ト
ンとフイッシ1ユロ「の場合の585千トンよりも低い値になる。16の分子にあたる量は281，千トンと約
半分の値になっている。ブイッシュローの第三の批判点はフォーゲルの場合，レール以外に鉄道に利用さ
れた鉄について考慮していないという点である。この点は妥当な批判である。フイ，シ晶ロrに従えぱ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－415－　　　　　　　　　　　　　　　・
この時期の間に銑鉄量に換算して268千トンの鉄がレール以外に使用されている。これを考慮に入れる
と，全体としては855千トンの銑鉄使用量になり，この間の国内銑鉄生産量の20パーセント強になる
わhで，その地位は無視し得ないものであるという結論に達している。．輸入量については．それによる国
内銑鉄生産量の抑制効果については特に考慮する必要はなく絶対条件であるとは思われないとして退けて
いるが，この点は輸入量も含めた上で当時の国内鉄経済と鉄道との地位を明らかにするという総合的な視
野からすれば，やはりフォーゲルの見解に従うべきではないかと思われる。しかし，フイッシ＝ローの批
判の中で，特にフォーゲルの分析がレール生産量に限られているという点については，その限界性を認め
ねばならないことは明らかである。もし，この点のフイッシュロ∴の資料をフォーゲルの場合に充てはめ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　；i　　　’るとすれば，1。の指標では約15パーセント程度になる。しかし，ζの場合にしても輸入量とスクラップ
鉄の利用がかなり含まれているはずであるから実際にはそれ以下になろう。
　いずれにしても，こあi850年代の後半期va・teける鉄産業に対する鉄道の地位は純生産量では20パ
?
一セント以下であったということである。したがって，この規模であれば鉄道が主体的な地位を占めてい
たかどうかを結論するためには既に論述した他の諸要因が考慮せられる必要がある。
（結　論）
　かように1860年までの合衆国の鉄産業は，燃料問題，輸入鉄，さらには鉄道用鉄と三つの問題の中
で主体的に述べられる。燃料問題については製鉄技術という点からして．発展過程の基本的な尺度とも見
られ，歴史的には1840年の中頃の石炭化への動向と1850年代初期の産出量における石炭方式の優
位の確立とが鵬な変化と9硯られる．・の二つの醐は次の関税政策を通じた輸入鉄との関係rCSt応
され，1840年中頃の石炭化を契機とした生産量の増加も関税政策によるものであるとするのが一般に
なっている。しかしこの点は一時的な反作用としての影が強く，全体として見るとき，輸入鉄，特に鉄道
用鉄の輸入は関税率には，ほとんど影響されていなかったと結論できる。それに対して1850年代の初
期の動向は輸入鉄とは独立した立場で展開されていたもので，しかも鉄道建設の第二次成長期の中での現
象であることは明らかであり，鉄道による鉄産業に対する影響と理解することが＋分可能である。他方，
、国内銑鉄生産量に占める純レール生産量の割合は，当時の鉄産業を左右する地位にあったと言えるほどの
ものではなかったが，それも，この時期から着実に増加しており，輸入レール鉄は絶対的な地位を得てい
たにもかかわらず，その限界的地位がしだいに明瞭になり，特VC　t　857年頃からは，その傾向がはっき
りと現われている』
　これらの点からすれば，1860年までの合衆国の鉄産業と鉄道との関係は，t850年代の初頭にお
いて一応明瞭な形で結合されるに致ったと見ることができ，しかも’，それはその後の鉄産業近代化の持続
的発展の起点として理解し得るものと見て差し支えないように思われる。　　　　　　　　p
　　注（1）この問題は近年の経済成長論の中で，特に後進国経済の発展過程を史的なフィールドに求め・
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